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提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

002010
日本エアホースワン協
会

懸賞エアホースワン 刑法第１８５条

庶民の娯楽を標榜観点から自由参加を主体に置
き、懸賞金に参加の場合のみ下記の参加料（賭
金）を設ける。
参加料（賭金）　　　上限　　　　懸賞金
１回　５０円　　　　　５００円　　５０，０００円
１回　４０円　　　　　４００円　　４０，０００円
１回　３０円　　　　　３００円　　３０，０００円
１回　２０円　　　　　２００円　　２０，０００円
１回の挑戦回数を最高１０回までに制限すれば、庶
民の負担は２００円から５００円以内で納まり、庶民
的娯楽の範囲を維持できる。
（提案）上記の範囲内において刑法第１８５条の賭
博規制の適用除外。

賭博行為は，勤労その他正当な原因によらず，単なる偶然の事情により財物を獲得し
ようと他人と相争うものであり，国民の射幸心を助長し，勤労の美風を害するばかりで
なく，副次的な犯罪を誘発し，さらに国民経済の機能に重大な障害を与えるおそれもあ
ることから，それが御指摘のような態様でなされた場合に刑法の賭博に関する罪の規
定を一律に適用しないものとすることは困難です。

－ － －

011060 宮崎県
みやざき農業活力創生
特区

出入国管理及び難民認定法　第７条第１項第２
号
出入国管理及び難民認定法施行規則別表第２
技能実習制度推進事業等運営基本方針（厚生
労働大臣公示平成５ 年４月５ 日）

外国人技能実習制度の期間を３年間から５年間に
延長するとともに、農産加工を対象職種に加える。

第189回通常国会に提出中の「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保
護に関する法律案」が成立し、施行された場合には、一定の要件を満たす優良な監理
団体・実習実施者において、一定の技能レベルに到達した技能実習生を受け入れるこ
とが可能となり、計５年間の技能実習が可能となる。

また、御提案の「農畜産加工」職種の具体的な内容が必ずしも明らかではないが、
①農業関係職種（耕種農業、畜産農業）及び食品製造系職種（９職種）があること、
②技能実習制度の見直しの中で複数職種の同時実習を可能とすることとしていること
から、提案内容については、おおむね対応できると考える。

なお、上記方策でよりがたい場合には、職種の追加を検討することとなる。
この場合、我が国の法令に抵触しない分野であって、
Ⅰ）単純作業でないこと、
Ⅱ）送出し国の実習ニーズに合致すること
Ⅲ）実習の成果が評価できる公的評価システムがあること
といった要件を満たす必要があり、移転すべき技能としてふさわしい職種であるかどう
かを検討する必要があるので、この点を整理され、相談されたい。

－ － －

025010 森ビル株式会社
建物区分所有法にお
ける建替え決議要件の
変更

建物の区分所有等に関する法律第62条第1項

・区分所有建物の建替え決議について、建物区分
所有法第62条中「区分所有者及び議決権の各5分
の4以上」の賛成を必要とする要件を見直し、都市
再開発法に基づく組合設立要件と同様の「区分所
有者及び議決権の各3分の2以上」の賛成を要件と
変更する。

区分所有法は，一棟の建物を区分してその各部分を所有権の目的とした場合につい
て，建物及びその敷地の共同管理等について，私人である区分所有者相互間の法律
関係を定める法律であり，その性質上，特区による特例を設けることに馴染まない。

区分所有法の建替え決議は，個々の区分所有者にとって区分所有権の処分を伴うこと
となるため，これを多数決により行うことの正当性を担保するためには，多数決要件は
厳格である必要がある。また，建替え決議の内容を実現するためには，建替え決議に
賛成した区分所有者は，決議に賛成しなかった区分所有者に対して，売渡し請求権を
行使してその権利を買い取らなければならないが，決議要件を緩和した場合には，そ
の分だけ買取りの費用負担が重くなるなど，建替えに要する社会的・経済的コストが増
大することになり，建替え事業の円滑な遂行にとっての障害となる。そのため，区分所
有法の建替え決議要件を緩和することは相当ではない。
なお，決議に賛成しなかった区分所有者について，その区分所有権の時価での買取り
が予定されているとしても，その意思に反して区分所有権を失うことになる以上，多数
決要件に厳格性が求められることに何ら変わりはないし，決議要件を緩和した場合に
おける建替え事業への影響についても，区分所有法があらゆる区分所有建物に適用
される以上，デベロッパーが積極的に関与する区分所有建物のみを想定すれば足りる
というものではない。

－ － －

026010 森ビル株式会社

借地借家法における建
物の普通賃貸借契約
における賃貸人の更新
拒絶・解約申入れにか
かる正当事由の明文
化

借地借家法第２８条
・借地借家法における正当事由制度について、区
分所有法に定める建替え決議や法定再開発の認
可が正当事由に当たることを明文化する。

・借地借家法は，あらゆる借家契約に適用される一般法であり，私人間の法律関係を
定める法律であることからすると，性質上，特区による特例を設けることに馴染まな
い。

・現行の借地借家法のもとでも，耐震補強の必要性等については，正当事由の有無を
判断するに当たって個々の具体的事例に即して適切に考慮されているものと承知して
いる。
なお，提案の趣旨を実現するために，耐震補強等の必要性を正当事由とすること又は
正当事由の判断要素として掲げることについては，借地借家法上の正当事由制度が
賃貸人と賃借人との間における適切な利害調整を図るものであることからすると，慎重
に検討する必要があると考えられる。

－ － －
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提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

027021 ㈱ドリームワン

　＜バーチャル
　　　　　特区構想＞

Ｃ４資源作物（デント
コーン）栽培による資
源生産基盤の確立

出入国管理及び難民認定法施行規則別表第２

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２
号の基準を定める省令　技能実習１号ロの表
の第３０号

①技能実習生の入国審査手続きにかかる時間の
短縮及びマークシート化等による書類の簡素化を
行うこと、②実習実施機関による日報の作成を不
要とすること、③実習期間の延長（現行の１年から
５年程度まで）及び帰国した実習生の再入国を可
能とすること、を実現する。

①在留資格認定証明書交付申請に対する標準処理期間は１か月ないし３か月である
ところ、技能実習生の入国予定時期を勘案して期間に余裕をもって申請されたい。ま
た、申請の際に提出していただく各種資料は、入国しようとする技能実習生が我が国
で申請に係る活動を行うことや上陸のための基準に適合していることを証明するため
ものであり、現行で求められているものについては引き続き必要と考える。

②技能実習計画に基づいて技能実習を実施するためには、技能実習実施状況を把握
することが不可欠であり、実習内容や指導事項、今後の課題等を記載する日誌の作成
は、技能実習実施状況を把握するために必要であると考える。

③第189回通常国会に提出中の「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の
保護に関する法律案」が成立し、施行された場合には、一定の要件を満たす優良な監
理団体・実習実施者において、一定の技能レベルに到達した技能実習生を受け入れる
ことが可能となり、現行の「技能実習１号」と「技能実習２号」を合わせた最長３年の期
間に、「技能実習３号」の期間を加えた計５年間の技能実習が可能となる。
　なお、御提案では、技能実習の実施が１年を通じて行われない場合でも、一旦帰国し
た技能実習生の再入国を認め、最長５年間の技能実習を認めるべきとあるところ、現
行の技能実習制度は、「技能実習１号」、「技能実習２号」を合わせ最長３年間の期間
中に一定のレベルの技能等を修得する制度であり、当該期間中に技能実習の活動を
行わない期間、すなわち我が国で技能等の修得をしない期間が長期間含まれていると
きは、十分な技能等の修得活動が困難になるものと考えられる。

－ － －

043050

慶應義塾大学先端生
命科学研究所
ヒューマン・メタボロー
ム・テクノロジーズ株式
会社
Spiber株式会社
鶴岡市
山形県

（非公表） （非公表） （非公表） （非公表） （非公表） （非公表） （非公表）

062020

①広島県（総務局経営
企画チーム）
②株式会社エネルギ
ア・コミュニケーション
ズ

広島ドローン実証事業
特区

航空法第81条，航空法施行規則174条1号イ
（民法第207条）

実証実験に先立ち，規定私有地上のドローンの飛
行可能下限高度に係る規定を設ける。

　一般に、土地の所有権は、当該土地を所有する者の利益の存する限度で当該土地
の上下に及ぶものと解されており、土地所有者の利益の存する限度内か否かは、個別
の土地の具体的な使用態様に照らして判断すべきものと考えられる。したがって，土地
の所有者の許諾を得ることなくドローン等の無人航空機をある土地の上空で飛行させ
た場合には，その土地の具体的な使用態様に照らして土地所有者の利益の存する限
度内でされたものであれば，その行為は土地所有権の侵害に当たると考えられる。
　ご提案の「飛行可能下限高度に係る規定」がいかなるものを想定しているのか必ずし
も明らかでないが、他人の土地上において、一定の高度を上回る高度でドローン等を
飛行させた場合には、当該土地の所有権侵害とはなり得ない旨の規律であるとすれ
ば、土地の所有権がその土地の上下に及ぶ範囲が個別具体的に判断されるべき事柄
であり、およそ所有権侵害とはなり得ない高度を量定することは困難である。
　なお、「小型無人機に関する関係府省庁連絡会議」においては、小型無人機が第三
者の所有する土地の上空を通過する際の土地の所有権との関係における法的課題に
ついての調整のあり方に関し、論点整理を行うとしている。

－ － －
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提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

072110 徳島県

日本版CCRC・徳島モ
デル
（vs東京型・CCRC）の
推進
による「ふるさと・徳島
回帰」の実現

公証人法第１８条、会社法第２６条、第３０条
（※国家戦略特別区域法（一部改正）第１２条
の２）

申請者が面前確認のために公証役場へ赴く負担を
軽くするため、地域経済団体との連携のもと、公証
人が県西部や県南部地域など、公証人役場外にお
いて、定款の認証を行うことを可能とする。

　定款は，法人の目的，内部組織，活動に関する根本規則を定める重要なものであ
り，公証人が認証することにより，定款作成の事実が真正であること，及び関係法令に
照らして内容の適法性を審査し，その明確性を確保することにより，後日の紛争と不正
行為を防止するものである。
　公証人が行う認証は，公証人の面前で，署名押印したことを作成名義人本人が陳述
し，これを公証人が証明することにより，文書又は電磁的記録に記録された情報の作
成名義人が文書にした署名若しくは押印又は情報に付した電子署名が，作成名義人
本人の意思に基づくものであることを証明することを意味するものである。
　公証人の職務は，原則として公証役場で行うこととされているものの，事務の性質
上，役場での職務執行を許さない場合には，役場外での職務執行も可能とされている
（公証人法第１８条第２項但書）。また，定款認証事業については，国家戦略特別区域
法第８条第２項第２号に規定する特定事業として公証人役場外定款認証事業を定めた
区域計画について，内閣総理大臣の認定を受けたときは，公証人法第１８条第２項本
文の規定にかかわらず，当該区域計画に定められた場所において，定款の認証に関
する職務を行うことができることとされている。

－ － －

072150 徳島県

日本版CCRC・徳島モ
デル
（vs東京型・CCRC）の
推進
による「ふるさと・徳島
回帰」の実現

電波法第４条、第１０条、第３８条の６、第３８条
の３３、第３９条、第３９条の１３、電波法施行令
第３条、電波法施行規則第６条、第３３条、航
空法第９９条の２、同法施行規則第２０９条の
４、道路交通法第７７条、民法第２０７条

特区内のＵＡＶ使用については、事前に使用者と
使用機材を申請・登録し、必要な整備（検査）を行っ
ていることを前提に許可する。
ⅰ）電波法：特区で指定した機材については、免許
を必要とせずに使用が可能。
ⅱ）航空法：包括的な事前協議により、都度の国土
交通省への通報は不要。
ⅲ）道路交通法：包括的な事前計画で、警察への
届出により使用が可能（許可不要）。
ⅳ）民法：建築物がない私有地（畑等）上空につい
ては使用が可能（高度基準の策定要）。
※実証実験にあたっては中山間地などを対象地域
として（住宅密集地を避け、公道も横切る程度とす
る）、事前に安全なルートを想定した上で、パラ
シュート（高度５０ｍ以上の場合）設置などの安全
措置も講じながら実施するものとする。

　一般に、土地の所有権は、当該土地を所有する者の利益の存する限度で当該土地
の上下に及ぶものと解されており、土地所有者の利益の存する限度内か否かは、個別
の土地の具体的な使用態様に照らして判断すべきものと考えられる。したがって，土地
の所有者の許諾を得ることなくドローン等の無人航空機をある土地の上空で飛行させ
た場合には，その土地の具体的な使用態様に照らして土地所有者の利益の存する限
度内でされたものであれば，その行為は土地所有権の侵害に当たると考えられる。
　ご提案の「高度基準」がいかなるものを想定しているのか必ずしも明らかでないが、
他人の土地上において、一定の高度を上回る高度でドローン等を飛行させた場合に
は、当該土地の所有権侵害とはなり得ない旨の基準であるとすれば、土地の所有権が
その土地の上下に及ぶ範囲が個別具体的に判断されるべき事柄であり、およそ所有
権侵害とはなり得ない高度を量定することは困難である。
　なお、「小型無人機に関する関係府省庁連絡会議」においては、小型無人機が第三
者の所有する土地の上空を通過する際の土地の所有権との関係における法的課題に
ついての調整のあり方に関し、論点整理を行うとしている。

－ － －

079050

１．人吉市【提案代表
者】
２．一般社団法人九州
Ｇ空間情報実践協議会
３．九州大学
４．鹿児島大学

地方創生２．０に向け
た近未来技術実証特
区 ＠人吉

民法（第207条）・・・土地使用権の範囲
航空法（第81条）、航空法施行規則（第174条1
号イ及びロ）・・・最低安全高度

特区内での私有地上空のドローン飛行について、
特に山林や農地上空において、一定高度以上であ
れば所有者の許可なく飛行ができるように基準を
定める。

　一般に、土地の所有権は、当該土地を所有する者の利益の存する限度で当該土地
の上下に及ぶものと解されており、土地所有者の利益の存する限度内か否かは、個別
の土地の具体的な使用態様に照らして判断すべきものと考えられる。したがって，土地
の所有者の許諾を得ることなくドローン等の無人航空機をある土地の上空で飛行させ
た場合には，その土地の具体的な使用態様に照らして土地所有者の利益の存する限
度内でされたものであれば，その行為は土地所有権の侵害に当たると考えられる。
　ご提案の「高度基準」がいかなるものを想定しているのか必ずしも明らかでないが、
他人の土地上において、一定の高度を上回る高度でドローン等を飛行させた場合に
は、当該土地の所有権侵害とはなり得ない旨の基準であるとすれば、土地の所有権が
その土地の上下に及ぶ範囲が個別具体的に判断されるべき事柄であり、およそ所有
権侵害とはなり得ない高度を量定することは困難である。
　なお、「小型無人機に関する関係府省庁連絡会議」においては、小型無人機が第三
者の所有する土地の上空を通過する際の土地の所有権との関係における法的課題に
ついての調整のあり方に関し、論点整理を行うとしている。

－ － －

088040

（A)　医療法人社団
小磯診療所

（B）　一般財団法人
日本開発構想研究所

コミュニティのエンパ
ワーメントで、医療費１
兆円抑制への挑戦－
－
『ウラガオモテ方式の
地域医療・地域包括ケ
ア』

出入国管理及び難民認定法　別表第１
外国人介護士及び保育士の在留資格を創設する
こと。また創設する際には、高度な審査基準を定め
ないこと。

本年３月、介護福祉士の国家資格を有する外国人の国内における就労を認めるため
の新たな在留資格「介護」の創設を盛り込んだ出入国管理及び難民認定法の一部改
正法案を国会に提出している。
なお、介護人材及び保育士の確保は、国内の人材確保対策を充実・強化していくこと
を基本としている。

－ － －
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 05（法務省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

094020
一般社団法人新経済
連盟

Japan Ahead

２－（１）
金融商品取引法第24条、
財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す
る規則第１条

会社法第435条第2項、
会社計算規則第59条

２－（１）金商法上の単体財務諸表及び会社法上の
計算書類でIFRS使用を認める。

提案を実現するためには、会社法で求められている計算書類及び金融商品取引法で
求められている単体財務諸表についてIFRSによる作成を可能とする必要があります。
その際には、日本基準とIFRSとの差異が計算書類及び財務諸表に与える影響は様々
であること等について十分な検討が必要と考えられます。

－ － －

095020 合同会社ツクル

大型旅客船～小型船
舶（海上タクシー）を活
用した、羽田エリアと湾
岸エリアを結ぶプロジェ
クト

刑法第185条、第186条
風俗営業適正化法第23条

刑法や風俗営業適正化法を改正して、日本領海上
でのカジノ等の賭博行為を可能とする。

賭博行為は，勤労その他正当な原因によらず，単なる偶然の事情により財物を獲得し
ようと他人と相争うものであり，国民の射幸心を助長し，勤労の美風を害するばかりで
なく，副次的な犯罪を誘発し，さらに国民経済の機能に重大な障害を与えるおそれもあ
ることから，刑法の賭博に関する罪の規定を削除することや日本船舶で行われた場合
について一律に刑法のこれら規定を適用しないものとすることは困難です。

－ － －

098070 北九州市

北九州スマートシティ
創造特区
○都市まるごと輸出
　・インフラメンテナンス
に従事する外国人材を
受け入れるための新た
な在留資格の創設

出入国管理及び難民認定法第２条の２第２項
　同別表第１

メンテナンス分野に強みを有する北九州市内企業
等において、我が国のインフラシステムを現地にて
管理・運営する人材を育成するための新たな在留
資格「（仮称）インフラシステム」を創設し、７年程度
の在留期間において、働きながら技術修得を行うこ
とを可能とする。

御提案の「インフラメンテナンス」業務の具体的な内容が必ずしも明らかではないが、
技能検定の機械保全の職種については、技能実習生が受検する基礎級が整備されて
いる技能検定の職種であるため、技能実習制度の枠組みで技能等を修得させることが
可能である。

また、第189回通常国会に提出中の「外国人の技能実習の適正な確保及び技能実習
生の保護に関する法律案」が成立し、施行した場合には、一定の要件を満たす優良な
監理団体・実習実施者において、一定の技能レベルに到達した技能実習生を受け入
れることが可能となり、計５年間の技能実習が可能となることから、提案に一定程度対
応できる。

在留期間は、一定の期間ごとに我が国に在留する外国人の在留状況、在留の必要
性・相当性等を確認する必要があることから定められているものであり、個々の外国人
の在留期間の決定に当たっては、入国の目的、滞在予定期間、契約期間、身分・地位
の安定度、在留状況の点検の必要性等を考慮することとしている。
入管法第２条の２第３項において、外交、公用及び永住者の在留資格以外の在留資格
に伴う在留期間は、５年を超えることができないと規定されているが、これは、平成21
年の入管法の改正により導入された新たな在留管理制度において法務大臣が中長期
在留者の在留管理に必要な情報を正確かつ継続的に把握することができるようになっ
たことを受けて、改正前の入管法では、在留期間の上限は原則３年とされていたものを
５年に伸長したものである。
現状において、この上限を更に伸長するだけの合理的理由は認められず、御提案は
受け入れられない。
なお、許可された在留期間を超えて我が国に滞在しようとする場合は、在留期間の更
新の許可の申請を行うことができ、申請者に引き続き在留を認めることが適当と認めら
れるときには、これを許可することとしている。

－ － －

117010 兵庫県

粒子線医療ＯＪＴ研修
を受ける外国人医療
チーム構成員の在留
期間の延長等

出入国管理及び難民認定法施行規則別表第２
在留資格「研修」の在留期間を最長２年に延長する
こと。

在留資格「研修」の在留期間については、出入国管理及び難民認定法施行規則（昭和
５６年法務省令第５４号）別表第２に、１年、６月又は３月と規定されているところ、粒子
線医療ＯＪＴ研修が１年を超える場合には、同法務省令の特例として「２年」の在留期間
を認める方向で現在地方自治体と調整中。

－ － －

4/8



募集期間：平成27年4月28日～6月5日 05（法務省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

117020 兵庫県

粒子線医療ＯＪＴ研修
を受ける外国人医療
チーム構成員の在留
期間の延長等

出入国管理及び難民認定法別表第１の４
研修外国人が扶養する配偶者・子に在留資格「家
族滞在」を適用すること

「研修」の在留資格については、その活動の性格から、その扶養を受ける配偶者や子
は在留資格「家族滞在」の対象とされていない。
一方で，提案整理番号１１７０１０に基づき検討中の特例措置に基づき在留を認められ
た外国人については，一般の在留資格「研修」で在留する外国人に比して家族の滞在
について一定の配慮を行う必要性が高いと認められるため，滞在中の経費支弁能力
等に問題がない場合は，「特定活動」の在留資格により，家族（配偶者及び子）の滞在
を認める方向で対応する。

－ － －
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 05（法務省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

152010 在日米国商工会議所（
ACCJ ）

外国法事務弁護士業
務
（外国弁護士の登録に
関する規制緩和）

・外国弁護士による法律事務の取扱いに関す
る特別措置法第10条第2項

東京、名古屋、大阪、福岡で働く外国弁護士が、外
国法事務弁護士として登録する前に日本の外ので
資格取得国の法律実務に2年間費やす条件を撤廃
するために、法第10条第2項の「通算して1年を限
度として」という規定は削除されるべき。さらに、同
項中の「とみなす」という文言の直前に、「東京、名
古屋、大阪、福岡の事務所で雇用された期間」とい
う規定が加えるられるべき。これにより、これら4都
市のうち1都市の中で弁護士として働くことによっ
て、3年の資格取得国における3年の実務経験を完
全に充足できるということが明確になる。

 労務提供期間算入の特例も含めた職務経験要件の在り方については，平成２７年３
月に法務省及び日本弁護士連合会が共同で設置した「外国法事務弁護士制度に係る
検討会」において，平成２６年１０月１０日に国家戦略特別区域諮問会議で決定された
「国家戦略特区における追加の規制改革事項等について」も踏まえつつ，提案主体か
らの推薦に基づく者を含めた有識者委員によって議論が行われているところである。当
該議論の結果を踏まえた上で法務省としての対応を検討すべきものであって，現時点
で法務省として提案に対する態度を表明することは時期尚早である。

－ － －

153020 個人

信州観光立国旅人支
援事業、九州観光立国
旅人支援事業、奥州観
光立国旅人支援事業

・出入国管理及び難民認定法第２条の２第３項
・出入国管理及び難民認定法施行規則第３
条、別表第２

信州観光立国（長野県）あるいは九州観光立国（九
州７県）あるいは奥州観光立国（東北６県・群馬県・
栃木県・新潟県）の各観光立国内を周遊する目的
で訪日する外国人が「短期滞在」の在留資格を取
得する場合には、当該外国人の出身国に関わら
ず、付与される在留期間を一律９０日間にする。

在留資格「短期滞在」を決定する場合における在留期間については、あらかじめ口上
書で当該期間等を取り決められた査証免除対象国出身者を除き、滞在予定期間に応
じて１５日、３０日又は９０日いずれかの期間を決定しており、この点出身国の違いに
よって期間に差異は生じない。

－ － －

－ － －151010

【新たな措置の内容】
・外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措
置法第45条第5項は、次の通り読めるように変更される
べき。「登録された外国弁護士は、東京、名古屋、大阪、
福岡の都市に限り、日本で支所を開設できる。」
・同法第2条第15号に「この外国法の合弁企業はそれ自
体で日本法における法人になることができる。」旨の文を
追加する。

【補足】
外国法事務弁護士による支所開設の禁止をなくすため、
外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置
法第45条第5項は、次の通り読めるように変更されるべ
き。「登録された外国弁護士は、東京、名古屋、大阪、福
岡の都市に限り、日本で支所を開設できる。」
これにより、外国法共同事業が複数の事務所を開設する
ことを禁止している日本弁護士連合会の会則（第９条：外
国法共同事業に関する規定）を変更することが必要とな
り、1つ以上の追加の事務所のそれぞれが、特区を構成
する4つのうちの1つの都市を所在地とする限りにおい
て、開設を認められることになる。この条件をなくすこと
は、たとえこれら4都市だけに限られるとしても、国際化に
向けた重要な最初の一歩となるだろう。
外国法事務弁護士は法人を設立しなくとも支所開設が認
めれるべきであると強く思うが、せめて、外国法事務弁護
士と弁護士で構成する国際的な法律事務所は、支所を
開設して顧客により近づくために、法人の設立が許容さ
れるべきである。外国弁護士による法律事務の取扱いに
関する特別措置法は、外国法共同事業の形態は、法人
というよりはむしろ、組合契約その他の契約による形態
である旨定義している（第2条第15号）。このように、外国
法事務弁護士と弁護士は、外国法共同事業（一般的にタ
イプＢの外国法事務弁護士事務所といわれる）を通じて
法人を設立することを禁止している。一方、タイプＡの外
国法事務弁護士事務所（外国弁護士のみ雇用する事務
所）は、100％弁護士事務所が数年間可能であるように、
全く制限なく法人設立が可能。この区別は差別的であ
り、反国際的である。その結果、国際的な法律業務のた
めに法人を設立したいと考える外国法事務弁護士と弁護
士は日本で同時に複数の事務所の運営ができない（例
えば大阪と東京）。この法律は、弁護士と外国法事務弁
護士共同して運営する国際的な法律業務の拡大を許容
していないため、日本の国際化に貢献していない。
外国法共同事業が法人になることの制限を撤廃するた
めに、第2条第15号には以下の文が追加されるべき。「こ
の外国法の合弁企業はそれ自体で日本法における法人
になることができる。」
外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置
法は、特にタイプＢが弁護士と外国法弁護士による平等
な参画を許容し最も望ましいことから、タイプＡとタイプＢ
の法人選択を反映して修正されるべきである。これは、
2009年の外弁協会による首相への報告における提案で
あった。

 複数事務所の設置については，弁護士及び外国法事務弁護士のいずれによっても禁
止されている。その趣旨は，弁護士及び外国法事務弁護士が不在の事務所において
無資格の事務員等による法律事務の取扱いがなされるなど非弁行為の温床となるの
を防ぎ，弁護士会及び日本弁護士連合会による指導・監督の実効性を確保するためで
ある。
　一方，法人形態をとる法律事務所については従たる法律事務所の設置が認められて
いるが，その場合においても，①弁護士である社員が当該従たる法律事務所に常駐す
る，②当該社員が当該従たる法律事務所の所在する地域の弁護士会の会員である，
③弁護士法人が当該従たる法律事務所が所在する地域の弁護士会の会員となる（重
複入会）ことが条件となっており，これらによって弁護士会等による指導・監督の実効
性を確保し，弊害を防止する仕組となっている。
　法人化によらない複数事務所設置を認めた場合，このような厳格な要件を課した現
行制度の趣旨を没却し，弁護士会等による指導・監督を困難にするおそれがあると考
えられる。したがって，外国法事務弁護士による複数事務所の設置については，外国
法事務弁護士による法人設立を可能とすることを通じてその実現を図ることが適切で
あると考えている。
　なお，外国法事務弁護士についても，外国法事務弁護士のみが社員となり，外国法
に関する法律サービスの提供を目的とする法人については，同法人の設立を可能とす
る「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法の一部を改正する法律
（平成２６年法律第２９号）」が平成２６年４月２５日に公布され，同改正法は，公布の日
から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行される。更に，平
成２７年３月に法務省及び日本弁護士連合会が共同で設置した「外国法事務弁護士制
度に係る検討会」においては，平成２６年１０月１０日に国家戦略特別区域諮問会議で
決定された「国家戦略特区における追加の規制改革事項等について」も踏まえつつ，
弁護士及び外国法事務弁護士が共に社員となり，法律サービス全般の提供を目的と
する法人の設立の可否について，今後検討することを予定している。

外国弁護士による法律事務の取扱に関する特
別措置法第２条第１５号、第４５条第４項、第５
項

外国法事務弁護士業
務
（外国法事務弁護士の
事務所開設に関する規
制緩和）

在日米国商工会議所（
ACCJ ）
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 05（法務省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

154020 茨城県，笠間市
陶芸国際都市笠間 推
進特区

・出入国管理及び難民認定法施行規則別表第
２

・外国人技能実習制度を緩和し，陶芸に関する技
能実習期間を延長する。
・具体的には，技能実習1号（1年間）を終了後，陶
芸大学校が独自に実施する検定試験に合格するこ
とにより，在留資格を技能実習2号に変更し，更に4
年間の実習を可能とする。

御提案の「陶芸」業務の具体的な業務内容が必ずしも明らかではないが、技能実習向
け技能評価試験の職種には、「陶磁器工業製品製造」職種があり、御提案の業務内容
が当該職種に該当するのであれば、技能実習制度の枠組みで技能等を修得させるこ
とが既に可能である。
なお、技能検定の職種には、「陶磁器製造」職種があり、御提案の業務内容が当該職
種に該当するのであれば、技能実習生が受検する基礎級を整備することにより提案は
可能となる。基礎級の整備に当たっては、技能実習生の送出し国の実習ニーズがある
と認められ、陶芸にかかる業界内の合意・協力を得ることが必要となる。
ついては、御提案の具体的な内容について、相談されたい。

また、陶磁器製造職種の基礎級を整備し、第189回通常国会に提出中の「外国人の技
能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案」が成立し、施行された
場合には、一定の要件を満たす優良な監理団体・実習実施者において、一定の技能レ
ベルに到達した技能実習生を受け入れることが可能となり、計５年間の技能実習が可
能となる。

右提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討の
上回答されたい。

・笠間産地は作家型の産地であり，ろくろや手
びねりなどの技術により作家の個性を活かし
た作品・製品が特長。
・技能評価試験の「陶磁器工業製品製造」の
内容（機械ろくろ成形，機械圧力鋳込み成
形，パッド印刷）は分業制の大量生産地の職
人を想定したものであり，笠間産地の求める
技能に適合しているとは言えない。
・技能実習制度や技能評価試験において，産
地の特性等を考慮した実習や試験を実施す
ることについて，ご検討いただきたい。

技能評価試験については，当省所管業務ではない。
なお，第189回通常国会において，「外国人の技能実習の適正な実施
及び技能実習生の保護に関する法律案」が提出されているところ，同
法案に基づく新たな制度では，管理監督体制の抜本的強化を図りつ
つ，優良な機関に限って，技能実習期間の延長（最大３年間→５年間）
及び受入れ人数枠の拡大を行うほか，地域限定の職種や企業独自の
職種（社内検定の活用）など，対象職種の拡大を行うこととしている。

154030 茨城県，笠間市
陶芸国際都市笠間 推
進特区

・出入国管理及び難民認定法第七条
・出入国管理及び難民認定法第七条第一項第
二号の規定に基づき同法別表第一の五の表
の下欄（ニに係る部分に限る。）に掲げる活動
を定める件（平成二年五月二十四日法務省告
示第百三十一号）

・在留資格「特定活動」を拡充し、海外の陶芸家が
笠間の窯元で働きながら陶芸を学ぶことを可能と
する。
（在留資格「芸術」においては，収入を伴う芸術上
の活動が認められているところであるが，本提案
は，海外で活動実績ある陶芸家が笠間の窯元との
雇用契約に基づき生産活動に従事しながら陶芸に
関する高度な技術の習得等を図ることを可能とす
るため，在留資格「特定活動」を拡充したいもの。）
・具体的には，総合特区制度における特例措置「特
定伝統料理海外普及事業」における在留資格の取
扱を陶芸分野に適用する。

海外で活動実績がある陶芸家が本邦で収入を伴う創作活動を行う場合には在留資格
「芸術」が認められるところ、創作活動に付随して高度な技術を修得することを妨げるも
のではない。

また、御提案の「地域独自の陶芸に関する知識及び技能」の具体的な内容が必ずしも
明らかではないが、技能実習向け技能評価試験の職種には、「陶磁器工業製品製造」
職種があり、御提案の業務内容が当該職種に該当するのであれば、技能実習２号の
活用を含めて技能実習制度の枠組みで技能等を修得させることが既に可能である。
なお、技能検定の職種には、「陶磁器製造」職種もあるが、技能実習生が受検する基
礎級が整備されていないことから、御提案の業務内容が当該職種に該当するのであ
れば、基礎級を整備することにより技能実習２号への移行も可能となる。基礎級の整
備に当たっては、技能実習生の送出し国の実習ニーズがあると認められ、陶芸にかか
る業界内の合意・協力を得ることが必要となる。

右提案主体からの意見
を踏まえ、再度検討の
上回答されたい。また、
回答に当たっては、「創
作活動」の意義を明らか
にした上で、窯元との雇
用契約に基づき芸術上
の活動を行うことの在留
資格「芸術」への該当性
についても併せて回答さ
れたい。

・笠間産地は作家型の産地であり，ろくろや手
びねりなどの技術により作家の個性を活かし
た作品・製品が特長。
・技能評価試験の「陶磁器工業製品製造」の
内容（機械ろくろ成形，機械圧力鋳込み成
形，パッド印刷）は分業制の大量生産地の職
人を想定したものであり，笠間産地の求める
技能に適合しているとは言えない。
・技能実習制度や技能評価試験において，産
地の特性等を考慮した実習や試験を実施す
ることについて，ご検討いただきたい。

技能評価試験については，当省所管業務ではない。
なお，第189回通常国会において，「外国人の技能実習の適正な実施
及び技能実習生の保護に関する法律案」が提出されているところ，同
法案に基づく新たな制度では，管理監督体制の抜本的強化を図りつ
つ，優良な機関に限って，技能実習期間の延長（最大３年間→５年間）
及び受入れ人数枠の拡大を行うほか，地域限定の職種や企業独自の
職種（社内検定の活用）など，対象職種の拡大を行うこととしている。
また，前回回答のとおり，海外で活動実績がある陶芸家が本邦で収入
を伴う芸術上の活動（創作活動）を行う場合には在留資格「芸術」が認
められるところ，当該活動に付随して高度な技術を修得することを妨
げるものではない。

154040 茨城県，笠間市
陶芸国際都市笠間 推
進特区

・出入国管理及び難民認定法第七条
・出入国管理及び難民認定法第七条第一項第
二号の規定に基づき同法別表第一の五の表
の下欄（ニに係る部分に限る。）に掲げる活動
を定める件（平成二年五月二十四日法務省告
示第百三十一号）

・在留資格「特定活動」を拡充し、笠間陶芸大学校
を卒業した外国人が、笠間の窯元で働きながら陶
芸を学ぶことを可能とする。
（在留資格「芸術」では，収入を伴う芸術上の活動
が認められているところであるが，本提案は，笠間
陶芸大学校を卒業した外国人が笠間の窯元との雇
用契約に基づき生産活動に従事しながら陶芸に関
する高度な技術の習得等を図ることを可能とする
ため，在留資格「特定活動」を拡充したいもの。）
・具体的には，農林水産省の「日本料理海外普及
人材育成事業」における在留資格の取扱を陶芸分
野に適用する。

御提案は，「日本料理海外普及人材育成事業」の仕組みに倣い，「笠間陶芸大学校」を
卒業した外国人に対して，在留資格「特定活動」を拡充し，窯元で働きながら陶芸を学
ぶことを可能とするものであるところ，もともとの仕組みは，「留学」で在留していた者が
引き続き日本料理を学ぶ際に「特定活動」を許可するものであることから，御提案の前
提として，「笠間陶芸大学校」が在留資格「留学」により外国人を受け入れるものである
ことが必要と考えられる。
「笠間陶芸大学校」が在留資格「留学」により外国人を受け入れるためには，同大学校
が，大学，専修学校，各種学校等に該当することが必要であるところ，本件大学校が
教育機関としてどのように位置付けられるのかをまず整理していただかなければ，ご提
案の内容について具体的な検討ができないことから，本件大学校の教育機関としての
位置付けを整理いただきたい。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

・茨城県立笠間陶芸大学校は地方自治法第
244条に基づく公の施設としてH28年4月に開
校する。（大学校の概要については
http://www.kougise.pref.ibaraki.jp/yougyou/を
参照。）
・当初、専修学校としての設立を検討していた
ところ，きめ細やかな個別指導を特色とする
ため，学校教育法における生徒数の最低基
準40名を充たすことができないことから，今回
の国家戦略特区提案において当該基準の緩
和をお願いしているところ。

今回の御説明に基づけば，「笠間陶芸大学校」の教育機関としての位
置付けが確定しておらず，そのような状況において在留資格「留学」に
よる外国人の受入れを前提とした検討を行うことは困難であるが，仮
に，同大学校の教育機関としての位置付けが確定し，在留資格「留
学」により外国人を受け入れることが可能となった場合であっても，御
提案の「日本料理海外普及人材育成事業」の仕組みに倣った制度を
構築するためには，受入れの必要性を始め，外国人労働者受入れの
基本政策との関係，日本人従業員の雇用や賃金等の労働条件に与え
る影響，業所管庁や地方公共団体の運営・監督体制等，多岐にわた
る検討が必要になる。

155050 長野県

長野県人口定着・確か
な暮らしの実現を目指
す地方創生特区活用
プラン
（インバウンド推進のた
めの外国人スキーイン
ストラクターの確保）

出入国管理及び難民認定法第７条
出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２
号の基準を定める省令

スキーインストラクター実務経験は１年のうち実質
３ヶ月程度と換算されているが、３シーズン以上の
実務経験を備える外国人については、在留資格要
件を緩和する。

スキーインストラクターの在留資格要件については、「「日本再興戦略」改訂2015」（平
成27年6月30日閣議決定）において、「日本で本格的にスキーを楽しむ外国人旅行者
が増加していることを踏まえ、外国人スキーインストラクターの在留資格要件につい
て、早期にスノーリゾート関係者のニーズ調査を実施し、実務経験年数要件に替わる
要件の検討を進め、本年度中に結論を得る。」とされており、これに基づき関係省庁に
おいて検討を行うこととなっている。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

外国人観光客が増加する中で、外国人ス
キーヤーのサービスを向上させるため、引き
続き前向きな検討をお願いしたい。

実務経験年数要件に替わる資格要件について，観光庁が実施したス
ノーリゾート関係者のニーズ調査結果を踏まえ，一定のスキーインスト
ラクター資格を有することを代替要件として認めることとし，法務省令
を改正するとともに，新たな告示を制定したところ（いずれも本年７月２
２日公布・施行）。

159010 個人
外国人の招致と交流に
よる｢スポーツ特区」

出入国管理及び難民認定法第２条の２第３項
出入国管理及び難民認定法施行規則第３条
同　別表第２（第３条関係）

在留期間については、更新時に同じ期間が付与さ
れるとは限らず、特にスポーツ指導やプロスポーツ
選手に係る「興行」やスポーツを中心とした教育を
受ける活動に係る「留学」の場合などは指導環境
（使用者、場所、条件等）や興行・就学環境が変わ
ることもあるため、更新制度だけでは十分な人材確
保が難しいのではないかと考えているため、
（１）プロスポーツ選手に係る「興行」の在留資格に
ついて、付与することができる在留期間を、現行の
「３年、１年、６月、３月又は１５日」からそれぞれ１．
５倍程度に伸長する。
（２）スポーツ指導に係る「技能」の在留資格につい
て、付与することができる在留期間を、現行の「５
年、３年、１年又は３月」からそれぞれ１．５倍程度
に伸長する。
（３）スポーツを中心とした教育を受ける活動に係る
「留学」の在留資格について、付与することができ
る在留期間を、現行の「４年３月、４年、３年３月、３
年、２年３月、２年、１年３月、１年、６月又は３月」か
らそれぞれ１．５倍程度に伸長する。

【（１）及び（２）について】
在留期間更新許可を受ければ引き続いての在留は可能であり、現行の在留期間を伸
長する具体的な必要性はないものと認識している。在留中に就労環境等が変わってい
た場合であっても、在留期間更新許可申請の際に、申請人の在留状況や今後の活動
予定（活動内容や必要な期間等）等を勘案して必要な在留期間が決定されることにな
るため、本邦において活動を継続するに当たって特段の不利益は生じないものと考え
る。

【（３）について】
興行や技能の在留資格により在留する場合と同様、在留中にスポーツを中心とした教
育を受ける就学環境が変わっていた場合であっても、在留期間更新許可申請の際に、
申請人の在留状況や今後の活動予定（受ける教育の内容や必要な期間等）等を勘案
して必要な在留期間が決定されることになるため、本邦において教育を受ける活動を
継続するに当たって特段の不利益は生じないものと考える。

－ － －
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提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

168010 三菱地所㈱

業務系用途等における
借地借家法「正当事
由」
の規制緩和

○借地借家法第6条
　　(借地契約の更新拒絶の要件）

○借地借家法第２８条
　　（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）

国家戦略特区に位置付けられている等の一定の
要件を満たした開発プロジェクトにおける業務用途
等の借地人、借家人について、借地借家法に定め
る正当事由を必須とせず、更新拒絶を可能とする。

・借地借家法は，あらゆる借家契約に適用される一般法であり，私人間の法律関係を
定める法律であることからすると，性質上，特区による特例を設けることに馴染まな
い。

・都市再生に資する開発プロジェクトが存することの一事をもって，借地借家法上の正
当事由制度を不要とするのは，この制度が賃貸人と賃借人との間における適切な利害
調整を図るものであることからすると，慎重に検討する必要があると考えられる。

－ － －

177010 個人
クールジャパンに関わ
る外国人材の就労解
禁

出入国管理及び難民認定法第２条の２
同　別表第一　など

・食、ファッション、美容、デザインといったクール
ジャパンにかかわる分野について、日本国内の関
連する専門学校を卒業した外国人が、一定期間、
調理業、美容業、服飾業、デザイン業等で働きなが
ら修行することを可能とする在留資格を整備する。
・滞在期間は、基本的な修行期間としての「３年」
に、分野ごとに必要な期間を加えた期間とし、その
後は、帰国して海外への普及を行っていただく。
・東京都港区で限定的に実施する。
・制度を悪用した外国人の在留などが生じることを
防ぐため、修業できる店舗等は信頼性の高いとこ
ろに限定し、自治体の関与等の十分なチェック体制
を設ける。

現行においても，クールジャパンにかかわる分野において，自然科学又は人文科学の
分野に属する技術又は知識を必要とする業務に従事しようとする場合は，当該業務に
必要な技術又は知識に関連する科目を専攻して我が国の専修学校の専門課程を修了
し，専門士又は高度専門士の称号を得ているときには，実務経験を問わず，「技術・人
文知識・国際業務」の在留資格によって就労が可能である。
具体的な許可事例については，当省ホームページにおいて公表している事例等の充
実化を図ることとしたい。
これらに該当しない外国人材の受入れ範囲の拡大については，労働市場及び日本人
の処遇改善への影響や国民生活等への影響があることから，「「日本再興戦略」改訂２
０１５」　に従い，国民的コンセンサスを踏まえ，幅広い観点から政府横断的に検討して
いく必要があるものと考える。

－ － －
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